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　Ｉ．はじめに
　ニューヨークのいくつかの百貨店では熾烈なクリスマス商戦が繰り広げ
られていた。販促の「サンタクロース」係としてメイシー百貨店に雇われ
たクリス老人は，売り場の管理者から売れ残りのおもちゃを子供たちに勧
めるように指示された。　しかし，クリス老人がしたことはそれとは全く性
質の異なるものだった。求められた商品がメイシーにはないことが分かる
と，彼はいつも，それがあるライバル百貨店の名を客に教えたのだ。尋ね
た客も驚くこの利他的行為は，売り場の管理者の苛立ちとは裏腹に，やが
て多くの人々の共感を呼び，メイシーの評判を高め，売り上げはどんどん
伸びていった。この事情を知ったライバル店が次々と模倣するところとな
り，不信と虚偽に満ちた百貨店業界は，信頼と誠実の共存共栄の場となっ
た。
　これは，『34丁目の奇蹟』1）という「クリスマス映画」の中で起こった奇
蹟の一つである。「やっぱり，おかしいと思ったよ。そんなことが現実に起
こるはずがない。クリスマスにふさわしい子供だましのファンタジーだ
ね」と一笑に付すことはやさしい。この奇蹟の中に，何か意味のある論理
を見い出そうとすることは子供だましに手を貸すことになるのだろうか。
　本稿の議論は，この「ファンタジー」の現実的な意味や論理を考えるこ
とに関わっている。前号までの論考で，他に先駆けてより積極的な社会貢
献活動に従事する少数の「積極的」企業が存在すること，そして，それら
の行動が新たに学習された目標によって導かれたものであることが示され
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た。本稿の目的は，企業組織が目標を学習するということの意味を更に深
く洞察し，それによって，今日の構造的な環境変化の中で，少数の企業が
他に先んじて新しい目標を学習しているという現象の説明の論理を提供す
ることである。
　まず，環境の変化に適応する組織の学習のあり方－ダブルループ学習と
学習のメカニズムーについて説明する。次に，企業目標を組織文化の構造
一人工物，価値，基本的仮定―という観点から捉え，戦後の日本企業の目
標がどのように学習されてきたかを分析する。最後に，今日の先駆的企業
による社会貢献的な目標の学習が，これまでの目標の学習のあり方といか
なる意味で異なっているのかを論じる。そこでは，ダブルループではな
く，トリプルループによる学習という新しい概念が提示される。
　Ⅱ.組織学習の枠組と学習のメカニズム
　1.学習におけるシングルループとダブルループ
　個人が社会の中で，自己の行動に対する他の人々からの賞讃や叱責など
を通して，その文化に適合的な行動様式や価値を習得していくように，企
業組織も環境の中で，その行動と結果からあるべき行動についての知識を
発達させていく。企業組織の成長は，その目標を達成するための，外的適
応や内的続合の諸問題に対する学習過程とみることができる。満足すべき
基準を満たす有効な解決策は強化され，特に，市場での成功要因と強く関
連づけられた解決策は，組織メンバーが従うベき価値や規範として，戦略
行動や日常の業務遂行のあり方にまで影響を与えるようになる。企業の組
織文化とはこのような，組織の目標を達成し，市場での成功をもたらすと
確信された問題解決策の集合であり，組織メンバーが組織内の他のメン
バーに対して，また，顧客や競争相手や一般社会に対してどのような態度
や行動をとるべきかについて共通の型を与えるような価値である。
　ある環境の中での企業のこのような学習過程は下図のように一本のルー
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プによる単純なプロセスとして表わすことができる（図Ｏ。
　　　　　　　　　　図1.シングルループによる学習2）
　このシングルループ（実線部）による学習の特徴は，第１に，組織の目
標は所与であり，与えられた目標を達成するための手段についての学習で
あること，そして，有効な手段を見い出し確立することが当面の目標に
なっているので，与えられた目標自体の適切性については何も学ばないこ
とである。第２に，手段の適切性は，既存の組織知識の中で設定された満
足化基準に基づいて評価されること，第３に，行動によってひき起こされ
る環境の反応は，主に満足化基準が満たされたか否かという観点から認識
されやすいことである。したがって，第４に，このシングルループ学習
は，環境が変化せず，それ故，市場での成功要因が変わらない条件下で
は，既存の規範に基づいて適切な行動が採用され続ける限り順調に回り続
ける。環境が変化し，既存の行動が満足しうる結果をもたらさなくなった
時には，既存の価値の範囲内で他の解決策が探索される。たとえば，コス
トの削減努力が規範となっている組織で，従来のＱＣサークルだけでは不
十分であると認識された時に,TQCが採用されるような場合である。
　しかし，市場での成功要因が変わるほど環境が大きく変化した時には，
この単純なループにとどまる限り，企業は不適切なものになってしまった
既存の規範にしがみついて，的はずれの探索活動を繰り返すことになる。
その結果は，事業からの撤退か廃業であろう。
　したがって，このような危機を乗り越え，新たな環境に適応していくた
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めには，これまで有効であると信じられてきた既存の価値や規範そのもの
を俎上に載せ，その適切性を吟味し，修正を施すか，あるいは，新たな目
標を設定し，その実現のために必要と思われる新たな価値が提示されなけ
ればならない。そして，その価値に基づいて探索された解決策の有効性が
繰り返し確認されれば，それが新たな規範となり新しい組織文化が再び成
立することになる。
　このような，既存の規範それ自体の有効性を検証するプロセスを含んだ
学習過程はダブルループによる学習と呼ばれる。図２は，ダブルループ学
習によって，企業組織が環境の変化に主体的に適応したことを示している。
　　　　　　　　　図2.ダブルループ学習による環境適応
　2.ダブルループ学習と学習のメカニズム
　前号までの論考では，論者は学習のメカニズムという観点から企業の環
境適応を論じてきた。明示的に掲げられた目標に対する手段の有効性に動
機づけられた「積極的」企業は，不安の回避に動機づけられた「回避」的
企業に比べて，環境の変化により敏感に反応し新しい環境に適応するとい
う見方である。この学習のメカニズムはシングルループ学習やダブルルー
プ学習とどのように関わるのだろうか。既に説明したように，ダブルルー
プ学習は，企業組織が大きな環境の変化に適応するためになくてはならな
い論理である。これに対して，学習のメカニズムは，企業組織の環境変化
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への反応の速度の差を説明する論理である。他の条件が等しいならぼ，同
じダブルループをもつ企業でも，「積極的」企業は「回避」的企業よりも早
く環境の変化に気づき，新たな問題解決行動に着手することで，より早く
新たな成功要因を見い出すだろうと考えるのである。
　回避学習が支配する企業では，環境が変化し，既存の解決策の有効性が
減少したとしても，その不安を回避するために満足化基準を低く設定し直
したり，そのうち環境も良くなるだろうと根拠のない楽観に浸って既存の
解決策にすがり続け，ダブルループ学習の発動を遅らせることになる。
　図式的にまとめれば，「積極的」企業では，既存の解決策の効果の減少
一満足化基準による検証一ダブルループ学習，となるのに対して，
　「回避」的企業では，既存の解決策の効果の減少一満足化基準の下方修
正一既存の解決策の効果の更なる減少一ダブルループ学習，となるだ
ろう。
　シングルループ学習，ダブルループ学習，及び，学習のメカニズムと企
業の環境適応のあり方との関係は概念的に図３のように表わされる。
図3.学習のあり方と企業の環境適応
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　曲線/1は，一貫してダブルループによる積極的学習をすすめてきた／1企
業が環境変化に敏感に反応してきたことを，曲線Ｃは，ダブルループは機
能したが，時間の経過とともに回避学習が蔓延したＣ企業が環境適応で遅
れをとり，最も新しい環境の変化をまだ認識しないでいることを，曲線Ｂ
は，途中で組織革新に成功し，回避学習の支配から免れた召企業が先駆的
な／1企業に続いて新しい環境変化に反応していることを，そして曲線Z)
は,環境瓦の局面でシングルループ学習しかできなかった｢回避｣的企業が
新しい成功要因を学習できないまま市場から姿を消したことを示している。
　学習メカニズムの差によって論理的に導かれる行動上の差異は，環境変
化時点での反応速度であって，その後の業績の伸びとは関係がないことを
ここで注意しておこう。変化に対する敏感さは必ずしも，売上げやシェア
において，／1企業が£企業やＣ企業の上位にあることを保証しないのであ
る。ただ，環境の変化がめまぐるしくなればなるほど，／1企業の戦略的優
位性は相対的に高くなるとは言えるだろう。
　Ⅲ。組織文化として目標の学習
　1.組織文化の構造
　企業は，環境の中で特定の目標を達成するために解決策を探索する。そ
の中で有効性が繰り返し認められた解決策や，メンバーの思考や行動の方
向性を規定するようになった価値や規範が組織文化と呼ばれるものだった。
この特定の環境下で行なわれる学習においては，与えられた目的をよりよ
く達成するのに役立つ解決策や価値を見い出し，維持し，発展させること
が組織の目標の１つとなる。
　また，環境が変化し，市場での成功要因が変わってしまった時には，企
業は，新たな問題解決行動を導き，方向づける新しい価値や規範を提示し
確立しなければならない。このダブルループ学習においては，組織の目標
は新たな市場での成功要因に合致した新しい解決策や価値を見い出し，維
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持し，新たな組織文化として発展させることである。組織の目標はこのよ
うなかたちで組織文化と関わらしめて理解できるだろう。
　シャイン［1984,1985］は，組織文化を概念的によりよく理解するため
に３つのレべルに分けて考えている（図４）。
　　　　　　　　　　図4.文化のレべルとその相互作用
　レベル１は，文化の見える部分で，組織メンバーが共有する問題解決策
としての技術や行動パターンなどが含まれる。　レべル２は，多くの場合，
組織の創立者やリーダーの個人的価値観を反映して提案された解決策が実
際に機能することが確認され，その有効性に対する信念や価値がメンバー
に共有されたものである。たとえば，売上げ増大という課題に対して提案
された広告宣伝費の増大という方法が繰り返し機能すると，広告宣伝の価
値が認められ，やがて信念にまでなってしまう。この企業では，売上げが
落ちた時には必ず宣伝費を上げることが容易に予見できるのである。
　このレべルの価値の中には，問題解決策としての有効性が物理的環境，
たとえば，シェアの拡大や売上げの増大などによっては確認できなくて
も，メンバーの多くがそうあることを望んでいるという意味での価値も含
まれる。これは，アージリスとシェーン［1978］が「信奉された価値」と
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呼んだものに近く，組織メンバーが何を語るかについてはよく予見できて
も，実際に人々がそれに従って行動するわけではないというものである。
俗に言う「建て前」である。従業員を大切にしていると言う企業は多くて
も，実績はそれに矛盾していることも少なくない。
　有効な解決策が繰り返し機能し，その価値が当然のこととみなされるよ
うになると，それは意識された１つの価値からひとつの現実として扱われ
るようになる。こうして，ある１つの文化的単位の中で議論の余地のな
い，共通した仮定となった価値がレべル３を構成する。資本主義社会にお
いては企業は何よりも自己利益を追求するものであって，赤字に無頓着な
まま商品を売り続けることなど考えられない。学校が教育のためにあると
いうのと同じほど，事業は利益を生むためにあるということは当たり前な
のである。このような意味で，文化のこのレべルは通常，議論の余地のな
いものとして，ダブルループ学習による修正や変更を免れることになる。
基本的仮定は文化のより本質的な部分であり，価値や人工物はその表明と
言えよう。
　2.組織目標の構造とその学習の構造
　組織文化をこのように３つのレべルに分けて把握することは，単に文化
の概念を静態的によりよく理解するのに役立つだけでなく，その動態を考
えるうえで更に有益である。一般的には安定的で変化しにくいものと思わ
れている文化の中に，より表層的でそれ故，相対的に変化を受けやすい要
素と，より深層的でそれ故，より変化しがたい要素があること，そして，
それらが相互に規定し合っていることを理解することは，文化としての組
織目標の学習という，企業組織の主体的側面のダイナミズムに対する洞察
を深めてくれるのである。
　ここでは，１つの文化的単位として，戦後日本の企業社会を念頭にお
き3），日本企業に共通した組織文化としての企業目標がどのような構造を
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もっていたか，そして，そのような目標の学習がどのように展開されてき
たかを考える。
　社会の中の１つの文化的単位としての企業組織に共通した目標は，モノ
やサービスの生産・提供である。モノやサービス自体は文化としての企業
目標の創造物として，文化の可視的なレべルを構成する。そして，その目
標を市場の中で成功裡に達成するのにコストの削減がいつも有効な解決策
であったとすれば，コストの削減や効率の追求という規範が，文化として
の目標の「価値」になる。実際，コスト指向は，戦後の日本企業の経営の
あり方を最もよく特徴づける「価値」の１つであったと言ってよいだろう。
そして，この効率追求の産物として大量生産や大量販売のシステム，ジャ
スト・イン・タイムなどの生産方法が生み出され，多くの企業に普及した
とすれぼ，これらの技術やシステムは，文化の「人工物」と「価値」との
相互作用によって創造された新たな「人工物」と考えることができる。
　このような考え方に基づいて，高度成長期以降の日本企業の目標の文化
的構造と，環境変化に伴う新たな目標の学習のあり方を簡単にまとめてみ
よう。
　高度成長期の多くの日本企業に共通した目標はいかに売上げやシェアを
伸ばすかであった。右肩上がりに需要が増大する市場環境においては，売
上げやシェアを伸ばすことがコストを下げ利益を増大させる合理的な方法
でもあった。大量生産体制の構築，販売店の拡充と系列化，輸出の拡大な
どは，売上げ増大という目標一「価値」－の具現である。　この時代には
　「より安い」ということが最大の成功要因であったと言えよう。
　しかし，競争環境が厳しくなってくると，単に「安い」というだけでは成
功者にはなれない。品質の良いものを安く提供することが求められるよう
になる。コストと品質という矛盾する価値をいかに実現するかが市場での
勝敗の分かれ目となる。作業の標準化やＱＣサークルやＴＱＣはこの価値を
実現するために導入され，極めて有効な解決策として発展した技術である。
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　オイル・ショック後，特に80年代に入いると，既存事業の多くが消費者
の価値観の多様化という環境変化に直面する。顧客の多様なニーズに対応
できることが成功するための追加的条件となった。 FMS （フレクシブル・マ
ニュファクチャリング・システム）やＰＯＳ（販売時点情報管理）システムなど
は，エレクトロニクス技術の発展によって可能となった「人工物」として
の技術である。
　以上のような大まかな流れを見ただけでも，戦後の日本企業が環境の変
化に適応する過程で，それほど容易とは思われない目標を次々と学習して
きたことが分かる。欧米の先進企業の多くに「追いつき」，そして，「追い
越せ」たのはその成果である。もちろん，日本企業が全体として歩調をそ
ろえて一斉に学習をすすめたというわけではない。いくつかの「積極的」
企業が，ダブルループによって先駆的に新しい価値を新しい目標として学
び，新しい有効な技術を創造した後に，その解決策の有効性を観察して，
遅れをとる不安に駆られた「回避」的企業がその新しい価値や技術を模倣
して学習したのである。
　このような目標の学習過程において，不変であり続けた価値があるとす
れば，それは，言わば，「企業は成長するもの」，「企業は第一に自己利益を
追求するもの」といった企業観であろう。あまりに当然で，普段は議論の
対象にならないこれらの価値は，組織文化としての企業目標の最も本質的
な「基本的仮定」だったのである。「企業が第一に自己利益を追求する」こ
とは企業社会の現実であり，それ故真実なのである。
　企業が，その時々の環境下で有効な価値や技術にいつまでも縛られるこ
となく，新たな価値や技術の探索に機敏に乗り出せるかどうかは，この
　「基本的仮定」にどの程度敏感で忠実であるかにも関わっている。環境が
大きく変化して市場での成功要因が変わった時，過去においては機能し
た，組織文化における「価値」としての目標の有効性を利益や成長の観点
から評価し，新たな目標の学習へと企業を駆り立ててきたのは，企業のあ
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り方についてのこの基本的な仮定だったと言えよう。
　では，人間と企業の関係についての「基本的仮定」はいかなるものだろ
うか。文化的単位としての企業社会の中で，会社の自己利益が最優先され
るべき価値であるとすれば，その中で生きる人間は，そのために貢献ある
いは奉仕するべき従業員として位置づけられる。個人は，私的生活で個人
動機を満たすために必要な誘因を獲得するために，組織の中では自己犠牲
を甘受する「会社人間」なのである。言わば，「個人は組織に従う」という
人間観が，企業社会の中で当然と思われてきた「基本的仮定」と言えよう。
自由気ままな学生生活をすごした若者も，会社に入ったら自由にものは言
えぬもの，と心得えて就職する。個人的都合で転勤の辞令を拒否するーそ
のこと自体，「会社人間」には信じられないことであるー従業員が「窓際」
に追いやられても，それはむしろ当然の報いなのである。「サービス残業」
もどこでもやっている（と思われている）当たり前のことになってしまう。
それが会社と個人との関係についての現実であり真実である。逆に，個人
の権利が集団のそれより優先するという基本的な仮定をもった社会で生き
る人々には，たとえば，会社の名誉を傷つけたという理由で個人が自殺す
るとか，他の方法で犠牲になるということは信じられないことである。
　こうして，戦後の日本企業は，組織に従う従業員の力を結集して，何よ
りも利益を優先し成長を遂げてきたのである。以上の議論は，上図のよう
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にまとめられよう（図５）。
　Ⅳ。社会貢献的目標の学習
　1.復習と課題
　前号の論考において，従業員の自己実現の支援や環境問題への積極的な
取り組みといった，より積極的な社会貢献を展開する先駆的な企業が，従
来の企業目標に加えて新たな目標を学習しつつあること，そして，それが
市場の中での成功要因の変化というより，言わば，市場での成功から社会
の中での成功へという企業にとっての成功の意味の変化に基づくものでは
ないだろうか，ということが示唆された。
　研究者や評論家のみならず，多くの経営者が，これからの企業は会社の
利益だけを考えるのではなく，従業員の自己実現や社会的な問題にも積極
的に貢献していかなければならないと言う。　しかし，長びく不況の中で
は，多くの企業が「リストラ」と「人べらし」に躍起になっているのが現
状である。不採算部門を整理し，経費を節約し，更なる成長に備えるとい
う戦略は，企業の「基本的仮定」からすればむしろ当然のことのように思
われる。それでは，売上げや利益を減少させるかもしれない社会貢献活動
などに積極的に関わろうとしている企業は，勇み足で誤った学習をしてい
るのだろうか。
　論者のここでの関心は，現時点で社会貢献的目標を学習することの戦略
的妥当性を評価することではなく，そのような新しい目標の学習を可能に
する学習上の条件を考えることにある。そうすることが，また，「戦後初め
て」ともいわれる今日の環境の構造的変化の意味をより深く理解すること
につながると思うからである。
　2.「啓発された自己利益」の限界
　短期的には「損をする」ようなことでも，より広い視野やより長期的な
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視点から見れば「儲かる」という「啓発された自己利益」の考え方は，企
業の利益追求と積極的な社会貢献活動とを結びつける概念的リンクと考え
られている。長期的な視野をもつ「積極的」企業なら，企業に対する社会
的期待の高まりに敏感に反応し，「啓発された自己利益」を新たな価値と
して学習することは難しいことではないだろう。それは，自己利益の追求
という「企業の基本的仮定」の実現に実際的な手段を提供するからである。
そして，この価値の学習は，「基本的仮定」を基礎として既存の価値を相対
化し，修正を施したり再定義をするという従来の目標の学習のあり方と同
じ構造をもっている。
　では，「啓発された自己利益」を学んだ企業はどれほど啓発されるのだ
ろうか。たしかに，「啓発された自己利益」は確実に「儲かる」貢献的活動
を採用する論理を提供してくれる。しかし，「儲かる」かどうかはっきりし
ない活動に積極的に乗り出していく論理になるかどうかは疑わしい。ま
た，「儲かる」反倫理的行為を自制したり，中止したら「損をする」ことに
なる社会的問題行動から手を引く論理にはなりえない。より大切なのは，
　「啓発され」ていることではなく「自己利益」だからである。その啓発性
は，あくまで基本的な仮定としての「自己利益」に従うのである。
　フロンガスによるオゾン層破壊の問題がＮＡＳＡ（米国航空字宙局）から発
表された直後に，世界最大のフロン・メーカーであったデュポンは，フロ
ンの生産を全廃することを宣言した。これによって同社は約1,000億円の
売上げを失うことになる。このような倫理的行動は「啓発された自己利
益」の論理からは導かれないのである。
　また，長期的に見ても利益に結びつくかどうか疑わしい個人のボラン
ティア活動を会社が支援するという発想もそこからは出てこないだろう。
　3.トリプルループによる目標の学習
　　「何よりもまず自己利益」という「基本的仮定」に基づいているが故
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に，「啓発された自己利益」が企業の社会的責任の学習を今まで以上に大
いに促進するものではないとすれば，新たな社会貢献的目標の下に着実な
活動を展開しつつある少数の「積極的」企業は，「基本的仮定」それ自体に
ついての何らかの学習を始めているのではないだろうか。「儲からない」
ボランティア活動を支援したり，人体への有害性が指摘された「儲かる」
製品のマーケティングを法規制が成立する前に自主的に中止するといった
行動は，既存の「基本的仮定」からは論理的には出てこないからである。
物理的環境によるテストから免れやすい「倫理」や「社会的貢献」といっ
た価値は，容易に，機能しない「信奉された価値」に変身する。せいぜい
のところ，「何よりもまず自己利益」という仮定に抵触しない限りでの「倫
理」や「社会貢献」にとどまるのである。
　したがって，多くの人々が期待するように，これからの企業が真に倫理
に厳しく，社会的貢献にも積極的でありうるためには，すなわち，倫理的
な価値や社会貢献的な価値が実際に機能し一貫した行動を導くためには，
既存の「基本的仮定」に代わる新たな「基本的仮定」の学習が必要になる
と考えるのである。論者は，今それがどんな言葉で表現されるものかを明
示的に説明することはできない。少数の先駆的企業の試みは，既に確立さ
れた新しい「基本的仮定」から導かれているというより，既存の「基本的
仮定」と既存の価値や技術との結びつきを一旦弛めながら，同時に，新た
な価値とそれを実現するための新たな行動や技術の学習を進めることに
よって，新たな「基本的仮定」の創造へと向かっていると言うベきであろ
う。多くの企業によって繰り返しその有効性が認められた価値の中から，
議論の余地がなくなり，当然視されるようになった価値が新たな「基本的
仮定」になるのである。
　少なくとも言えることは，前号の論考において，富士ゼロックスの事例
で分析したように，新しい価値は，利益を否定するものでも，倫理を利益
に優先させるものでもなく，利益と従業員や社会一般への貢献とを同時に
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追求していくものになるだろう。また，それは「組織に従う」個人ではな
く，「社員である前に社会人」である個人を求め，そのような個人の自己実
現の場としての会社を目指すものかもしれない。「ソーシャル・サービス
制度」はそのょうな価値観から創造された。
　特定の「価値」に基づいた有効な技術や行動の学習がシングルループ学
習であり，「基本的仮定」に基づいた既存の価値の検証と新たな価値の探
索を含む過程がダブルループ学習であるとすれば，「基本的仮定」それ自
体に反省を加え，新たな「基本的仮定」を模索するプロセスまで含んだ学
習は第３の学習のあり方としてトリプルループによる学習とでも言うベき
ものだろうか。そして，その学習を基礎づける価値は，既存の企業社会や
市場の中というよりはより広い全体社会の中に見い出され，組織人格の内
部というよりはその外部から生まれるものであろう。ちょうど，メイシー
百貨店の「奇蹟」が，売り場の管理者によってではなく，「サンタクロー
ス」のクリス老人によってもたらされたように。多少の不謹慎の謗を恐れ
ずにまとめれば，このような学習のあり方は下図のように表わされるだろ
う（図６）。
図６．トリプルループによる「基本的仮定」の学習
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　Ｖ．おわりに
　企業組織の成長は，市場での成功要因をめぐる学習過程とみることがで
きる。成功要因が変化すれば，企業は新たな価値を目標として学び，それ
を実現する技術や行動の仕方を学習するのである。これまで「基本的仮
定」はそのような変化を測る物差しであり，新たな適応のための導きの糸
であった。そして，今，企業社会の中では決して疑われることがなかった
その「基本的仮定」への挑戦が少数の「積極的」企業によって試みられて
いる。企業の社会的責任の学習についての一連の論考によってスポットラ
イトをあてられたこの挑戦は，その意味で，単に「企業倫理」の問題だけ
に向かっているのではなく，戦後初めてと言われる環境の非連続的変化を
正面に見据えた，構造的な自己変革への第一歩でもあるのだろう。
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